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個別注記表

重要な会計方針
1. 資産の評価基準及び評価方法
（1）有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券
市場価格のない株式等以外のもの……時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算定）
市場価格のない株式等……移動平均法による原価法

（2）棚卸資産の評価基準及び評価方法
商 品……移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下

による簿価切下げの方法）
貯 蔵 品……最終仕入原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿

価切下げの方法）

2. 固定資産の減価償却の方法
（1）有形固定資産（リース資産を除く）……定率法

ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年
４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しておりま
す。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建 物 ３〜38年

（2）無形固定資産（リース資産を除く）……定額法
なお、自社利用のソフトウェアについては社内における利用可能期間（５年）に基づく
定額法を採用しております。

（3）リース資産……所有権移転外ファイナンス取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし残存価額を零とする定額法によっております。

3. 引当金の計上基準
（1）貸 倒 引 当 金……債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収
可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

（2）賞 与 引 当 金……従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に
基づき当事業年度に見合う分を計上しております。
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（3）退 職 給 付 引 当 金……従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付
債務の見込額に基づき、当事業年度末において発生していると認
められる額を計上しております。
① 退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度
末までの期間に帰属させる方法については、給付算定式基準に
よっております。

② 数理計算上の差異の費用処理方法
数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）による定額法によ
り按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理してお
ります。

（4）役員退職慰労引当金……役員の退職慰労金の支出に備えるため、役員退職慰労金規程に基
づく期末要支給額を計上しております。

4. 収益及び費用の計上基準
当社は、全国のガソリンスタンドを中心とするカーアフターマーケットに、キーパーコーテ

ィングのためのケミカルを始めとして、道具及び機械類の開発・製造、販売を行うキーパー製
品等関連事業並びに直営店として一般の消費者にキーパーコーティング等のサービスを直接提
供するキーパーラボ運営事業を主たる事業としています。契約の大部分は単一の履行義務を有
しており、その取引価格は顧客との契約に基づいております。

① キーパー製品等関連事業における収益
当社は、原則として、製品の支配が顧客に移転する一時点において収益を認識しておりま

す。但し、出荷時から当該部品の支配が顧客に移転される時までの期間が通常の期間である国
内の販売については、製品を顧客へ向けて自社倉庫等から出荷した時点で収益を認識しており
ます。

② キーパーLABO運営事業における収益
当社は、施工が完了し顧客への納品する一時点において収益を認識しております。なお、当

社が運営するポイントプログラムにおいて顧客に付与したポイントを履行義務として識別し、
将来の失効見込み等を考慮して算定された独立販売価格を基礎として取引価格の配分を行い、
ポイントが使用された時点で収益を認識しております。
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収益認識に関する注記

収益を理解するための基礎となる情報

（1）収益の分解

（単位：千円）
報告セグメント

キーパー製品等
関連事業

キーパーLABO
運営事業 計

売上高

札幌営業所 487,924 ― 487,924

仙台営業所 1,077,192 ― 1,077,192

東京営業所 1,868,819 ― 1,868,819

横浜営業所 899,004 ― 899,004

名古屋営業所 2,000,251 ― 2,000,251

大阪営業所 1,008,424 ― 1,008,424

広島営業所 897,545 ― 897,545

福岡営業所 1,154,228 ― 1,154,228

東日本 ― 5,751,146 5,751,146

西日本 ― 5,430,045 5,430,045
顧客との契約から生じ
る収益 9,393,390 11,181,192 20,574,582

外部顧客への売上高 9,393,390 11,181,192 20,574,582
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（2）収益を理解するための基礎となる情報
「重要な会計方針」の「4.収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

（3）当期及び翌期以降の収益の金額を理解するための情報
契約負債の残高等

（単位：千円）
顧客との契約から生じた債権（期首残高） 1,542,731
顧客との契約から生じた債権（期末残高） 1,830,794
契約負債（期首残高） 231,297
契約負債（期末残高） 277,011

貸借対照表に関する注記
1. 有形固定資産の減価償却累計額 2,379,817千円
2. 関係会社に対する金銭債権

短期金銭債権 23,996千円
長期金銭債権 462,448千円

損益計算書に関する注記
関係会社との取引高
営業取引以外の取引による取引高
受取利息 703千円
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株主資本等変動計算書に関する注記
1. 発行済株式の種類及び総数

株式の種類 当事業年度期首 増 加 減 少 当事業年度末

普通株式（株） 28,280,840 ― ― 28,280,840

2. 自己株式の種類及び総数

株式の種類 当事業年度期首 増 加 減 少 当事業年度末

普通株式（株） 1,000,660 164 11,800 989,024

（変動事由の概要）
単元未満株式の取得による増加 164株
譲渡制限付株式付与による減少 11,800株

3. 配当に関する事項
（1）配当金支払額

決 議 株式の種類 配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円） 基 準 日 効力発生日

2023年８月10日
取締役会 普通株式 1,173,047 43.00 2023年６月30日 2023年９月11日

（2）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

決 議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円） 基準日 効力発生日

2024年８月21日
取締役会 普通株式 利益剰余金 1,364,590 50.00 2024年

６月30日
2024年
９月９日
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税効果会計に関する注記
繰 延 税 金 資 産
賞 与 引 当 金 24,706千円
未 払 事 業 税 61,752千円
契 約 負 債 84,072千円
貸 倒 引 当 金 54千円
退 職 給 付 引 当 金 149,866千円
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 87,481千円
資 産 除 去 債 務 103,119千円
そ の 他 8,818千円
繰 延 税 金 資 産 合 計 519,873千円

繰 延 税 金 負 債
その他有価証券評価差額金 1,023千円
資産除去債務に対応する除去費用 72,636千円
そ の 他 1,137千円
繰 延 税 金 負 債 合 計 74,796千円
繰 延 税 金 資 産 純 額 445,076千円

金融商品に関する注記
1. 金融商品の状況に関する事項
（１）金融商品に対する取組方針

主に店舗事業を行うための設備投資計画に照らして、必要な資金（主に銀行借入）を調達
しております。一時的な余資は安全性の高い金融資産で運用し、また、短期的な運転資金を
銀行借入により調達しております。
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（２）金融商品の内容及びそのリスク
営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。投資有価

証券は、主に取引先企業との取引関係の維持・強化に関連する株式であり、市場価格の変動
リスクに晒されております。建設協力金、敷金及び保証金は、主に出店に関わる賃貸借契約
等に基づくものであり、貸主の信用リスクに晒されております。
営業債務である買掛金は、ほとんど１年以内の支払期日であります。借入金は、主に設備

投資に必要な資金の調達を目的としたものであり、償還日は決算日後、最長で３年後であり
ます。

（３）金融商品に係るリスク管理体制
①信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

当社は、販売管理規程に従い、営業債権について、経理部が主要な取引先の状況を定期
的にモニタリングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪
化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。

②市場リスクの管理
投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握し

て保有状況を継続的に見直しております。
③資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

当社は、経理部が適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、手許流動性を売上高の
１ヶ月分相当に維持することなどにより、流動性リスクを管理しております。

（４）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算

定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるた
め、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することもあります。

（５）信用リスクの集中
当事業年度の貸借対照表日現在における営業債権のうち31.7％が特定の大口顧客に対す

るものであります。
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2. 金融商品の時価等に関する事項
貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、市
場価格のない関係会社株式（貸借対照表計上額 70,339千円）は、下記の表には含めてお
りません。また、現金は注記を省略しており、預金、受取手形及び売掛金、買掛金は短期間
で決済されるため時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略しております。

貸借対照表
計上額（千円）

時価
（千円）

差額
（千円）

（1）投資有価証券
その他有価証券 22,237 22,237 ―

（2）敷金及び保証金 599,705 502,052 97,653
（3）建設協力金 295,013 278,542 16,471
資産計 916,956 802,831 113,824
（1）長期借入金 112,000 111,392 607
負債計 112,000 111,392 607

（注１）金銭債権の決算日後の償還予定額

１年以内
（千円）

１年超
５年以内
（千円）

５年超
10年以内
（千円）

10年超
（千円）

現金及び預金 5,137,452 ― ― ―
受取手形 193,628 ― ― ―
売掛金 1,637,166 ― ― ―
建設協力金 22,242 85,070 101,172 86,527

合計 6,990,488 85,070 101,172 86,527

※敷金及び保証金につきましては、満期が定められておらず償還予定額が不明なため記載して
おりません。
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（注２）長期借入金の決算日後の返済予定額

１年以内
（千円）

１年超
２年以内
（千円）

２年超
３年以内
（千円）

３年超
４年以内
（千円）

４年超
５年以内
（千円）

５年超
（千円）

長期借入金 48,000 48,000 16,000 ― ― ―
合計 48,000 48,000 16,000 ― ― ―

3. 金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明

金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、
以下の3つのレベルに分類しております。

レベル 1 の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により
算定した時価

レベル 2 の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを
用いて算定した時価

レベル 3 の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのイ
ンプットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベル
に時価を分類しております。

（1）時価をもって貸借対照表計上額とする金融資産
（単位：千円）

時価
レベル1 レベル2 レベル3 合計

投資有価証券 22,237 ― ― 22,237
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（2）時価をもって貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債
（単位：千円）

時価
レベル1 レベル2 レベル3 合計

敷金及び保証金 ― 502,052 ― 502,052
建設協力金 ― 278,542 ― 278,542
資産計 ― 780,594 ― 780,594
長期借入金 ― 111,392 ― 111,392
負債計 ― 111,392 ― 111,392

（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明

投資有価証券
上場株式は、相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されてい

るため、その時価をレベル１の時価に分類しております。

敷金及び保証金
敷金及び保証金の時価は、将来キャッシュ・フローを国債の利回り等適切な指標の利率で

割り引いた現在価値により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

建設協力金
建設協力金の時価は、将来キャッシュ・フローを国債の利回り等適切な指標の利率で割り

引いた現在価値により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

長期借入金
長期借入金の時価は、元金利の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で

割り引いた現在価値により算定しており、レベル２の時価に分類しております。
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賃貸等不動産に関する注記
当該事項は、賃貸等不動産の総額に重要性が乏しいため、注記を省略しております。

持分法損益等に関する注記
当社は非連結子会社としてKeePerロジスティクス株式会社及びSG KEEPER PTE.LTD.を有し
ておりますが、同社は利益基準及び利益剰余金基準に照らして重要性の乏しい非連結子会社で
あるため、記載を省略しております。

関連当事者との取引に関する注記

子会社

種類

会社等
の名称
又

は氏名

所在地

資本
金又
は出
資金
（千
円）

事業の
内容又
は職業

議決権等
の 所 有
（被所有）
割合
（％）

関連当
事者と
の関係

取引の
内容

取引
金額

（千円）
科目

期末
残高
（千円）

子会社

KeePer
ロジス
ティク
ス株式
会社

愛知県
大府市 1,000 倉庫業

（所有）
直接
100.0

役員の
兼任、
資金の
貸付

資金の
貸付 23,996

関係会社
短期
貸付金

23,996

資金の
貸付

462,448
関係会社
長期貸付
金

462,448

利息の
受取 703 その他

流動資産 703

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注）資金の貸付については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。

１株当たり情報に関する注記
１株当たり純資産額 530.08円
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１株当たり当期純利益 162.02円
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重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。
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